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総務省地域政策課の事業について
（ローカル10,000プロジェクト、ふるさとミライカレッジ、

ふるさとワーキングホリデー）

総務省 地域力創造グループ 地域政策課



１ ローカル10,000プロジェクト
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ハウス内環境制御と木質バイ
オマスエネルギーを活用した
菌床しいたけ栽培による地域
経済循環創出事業

岩手県久慈市

富士の麓の小さな城下町都
留市
織物業再興×ふるさと納税活
用プロジェクト

山梨県都留市

循環型醸造事業
～Ferment Base〜

長野県佐久市

ぶりと茶どころ
鹿児島活性化事業

鹿児島県長島町

歴史文化の港町・美保関の
古民家を活用した宿泊施設
とレトロなBAR整備事業

島根県松江市

うだつの町並み周辺古民家
等活用支援事業

徳島県美馬市

事例

ローカル1 0 , 0 0 0プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金）
R8概算要求額 1,515百万円
R7当初予算額  615百万円
R6補正予算額 2,055百万円

○ 産官学金労言の連携により、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業の創業・第二創業・新規事業立ち上げを支援

民間事業者等の初期投資費用

自己
資金等

公費による交付額 ※

国費

地域金融機関による融資等
（原則、無担保融資）

地方費 ・ 公費による交付額以上

事業スキーム ・ 地域密着型（地域資源の活用）
・ 地域課題への対応（公共的な課題の解決）
・ 地域金融機関等による融資等
・ 新規性（新規事業）
・ モデル性

 対象経費は、
 ・施設整備費
 ・機械装置費
 ・備品費

※ 上限2,500万円。
融資額（又は出資額）が公費による交付額の1.5倍以上2倍未満の場合は、上限3,500万円。2倍以上の場合は、上限5,000万円

支援対象

※条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は国費2/3, 3/4

・ デジタル技術活用
・ 脱炭素
・ 若者・女性活躍

原則 1/2

重点支援 3/4
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採択団体・年度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

北海道鶴居村
（令和3年度） 鶴居村クラフトブルワリー事業

日本初の廃校となった小学校の体育館を活用したクラフトビールブルワリーを整備。物販や
見学スペースも設け、観光客やビール醸造を学びたい人々を受け入れ、交流できる場所と
するとともに、地域資源を生かしたクラフトビールを新たな特産品・観光資源として活用。

35,000千円 55,000千円

香川県小豆島町
（令和５年度）

フードロス削減、空き家活用
による瀬戸内産海産物、農
畜産物加工食品の製造およ
びEC販売事業

空き家（古民家）を加工食品製造所及び事務所にリノベーションし、瀬戸内産の海産
物（いわし、えび等）を使用した新たな加工品や地元農畜産物の加工食品製造販売
事業を展開。地元農畜産物加工品の原材料には、地元産品の廃棄対象品や規格外品
を使用することでフードロスも削減し、小豆島のブランドを積極的に発信。

7,776千円 7,900千円

❶遊休施設（古民家等の空き家、空き公用施設、廃校等）の有効活用

ローカル1 0 , 0 0 0プロジェクトの活用事例一覧①

❸地元農林水産物を活用した 6次産業化、新商品開発の促進等

❷観光拠点・宿泊施設の整備

※金額は事業実績

採択団体・年
度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

奈良県宇陀
市

（令和4年度）

「郷」－室生 国際文化・観
光・産業・医療交流の拠点
の推進事業

旧和食店を、食事の提供、土産物の販売、宿泊テレワークの出来る施設としてリノベーショ
ンし、医療サービスと観光を組み合わせた医療ツーリズムの拠点としての整備。「茶道」、「華
道」、「書道」体験や「着物の着付け」等、文化教室や観光案内も実施。

25,000千円 25,000千円

福井県若狭
町

（令和４年
度）

若狭の自然と歴史文化を活
かす森の宿泊施設新設事業

歴史文化遺産「若狭熊川宿」と自然豊かな周辺山間部をつなぐ若狭アドベンチャーツーリ
ズム事業を展開するため、拠点となる宿泊施設を整備。若狭の伝統食や地域の海産物も
提供することで、観光資源としての魅力向上と地域経済の好循環を創出。

50,000千円 100,000千
円

採択団体・年度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

奈良県王寺町
（令和4年度）

オリーブ産業の創出による地
域活性化事業

オリーブ搾油機を整備し、オリーブオ イルの販売や大学と連携してオリーブを活用したスイー
ツや化粧品などの商品開発、地域ブランディング等、オリーブを活用した町作りを推進。 5,200千円 5,200千円

高知県四万十市
（令和5年度）

四万十産川のり(青のり及び
青さのり)の陸上養殖事業

水産資源保持の取り組みとして、高知大学および関連事業者の協力のもと、陸上養殖場
を整備し四万十川のりを生産することで、市内業者が地域性のある食品を通年入手できる
体制を築く。ふるさと納税返礼品などで扱い、知名度を向上させていき、地域ブランドを存
続させる。

20,481千円 20,482千円
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ローカル1 0 , 0 0 0プロジェクトの活用事例一覧②

❻醸造所、ブルワリー、ワイナリー等の酒造関係の事業

❺バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業

※金額は事業実績

❹伝統工芸品等の再生・伝統技術の継承

採択団体・年度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

長野県長野市
（令和4年度）

長野市中山間地域でのワイ
ナリー建設・ワインブ ドウ園造
園事業

耕作放棄地にワイナリーとワインブドウ園を建設、造園し、市内で初めてとなるワイン醸造所を
整備。市内でワインブドウの栽培・醸造から販売まで完結する体制が構築でき、完全な
NAGANO WINEとしてGI長野認定を持つ世界基準のワインを製造。

50,000千円 100,000千円

東京都町田市
（令和6年度）

武相ブリュワリープロジェクト～
地産地消のクラフトビールで地
元飲食店と武相エリアを活性
化！！～

地元を愛する飲食店を中心とした地域土着の企業10社がクラフトビール醸造所併設型のビ
アレストラン「武相ブリュワリー」を町田駅前に新設。農商連携により、町田産ホップや大麦を
一部使用した、町田産クラフトビールの醸造、販売や地域産の食材も提供し、町田の食文
化の向上と魅力発信を図る。

23,756千円 28,547千円

採択団体・年度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

福岡県芦屋町
（令和2年度）

茶の湯釜の名品、芦屋釜の
復興と地域ブランド創出事業

工房・ギャラリーを建設し、400年前に製作が途絶えていた「芦屋釜」をはじめとする芦屋鋳
物の製作技術の継承を行い、新たなる地域ブランドの創出による地域活性化を図る。 24,999千円 25,000千円

徳島県
（令和5年度）

滞在型宿泊施設構築による
世界農業遺産「にし阿波の傾
斜地農耕システム」の伝承

世界農業遺産である「にし阿波傾斜地農耕システム」を未来へ伝承するため、徳島県美馬
郡つるぎ町貞光の家賀(けか)集落において宿泊施設を整備し、滞在型「にし阿波傾斜地
農耕システム」体験サービスを展開。

25,000千円 25,000千円

採択団体・年度 事業名 事業内容 公費交付額 融資額

岩手県久慈市
（平成27年度）

ハウス内環境制御と木質バイ
オマスエネルギーを活用した菌
床しいたけ栽培による地域経
済循環創出事業

ICTを活用したハウス内温度、CO2濃度等の監視制御システム及び低コスト高断熱ハウス
を導入。久慈地域の木材の残材等を活用した木質バイオマスエネルギーの熱エネルギーを
供給し、安定した菌床しいたけの栽培、環境負荷の低減を図る。

40,000千円 57,505千円

長野県佐久市
（令和2年度）

循環型醸造事業～
Ferment Base

工場跡地をリフォームし、世界初、エネルギー源の確保から原材料まで全てを自然素材で賄
う持続可能な製法の「どぶろく」製造を行う。薪ボイラーを整備し、エネルギー源として、地元
産の間伐材を活用。

4,333千円 4,334千円
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○ スタートアップ育成５か年計画の取組等による新規事業創出への経営者のマインド改善や物価高騰の影響でプロジェクトによる支援ニーズは高まっている
○ 自治体・金融機関向けの広報からエンドユーザーとなる事業者向けの広報を強化することで大幅に案件の掘り起こしが実現
（採択件数）R5年度23件 ⇒ R6年度82件 （予算額）R6当初6.0億 ⇒ R6補正20.6億※＋R7当初6.2億 ※交付金分

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

採択事業数 30 15 17 15 23 82 140程度
（予算上限）

金額（億円） 5.2 2.3 2.4 2.5 2.9 12.1 21.7

ローカル10 ,000プロジェクトの予算額の増額について
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ローカル1 0 , 0 00プロジェクト 都道府県別交付決定事業数 R7年8月末時点
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ローカル1 0 , 0 00プロジェクト 連携金融機関の状況 R7年8月末時点

※地方銀行、第２地方銀行については全行を表示しており、該当がある場合色塗りし、右欄に件数を表示している（本部所在地から圏域を越えて融資している場合あり）。
※複数の金融機関等が協調して融資する場合もあることから、該当件数と交付決定事業数は必ずしも一致しない。
※銀行数（62行＋37行）、信金数（254金庫）は、令和６年３月現在。オレンジ着色は、令和7年度採択事業。
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ローカル1 0 , 0 0 0プロジェクト（地方単独事業）
ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）に準ずる市町村の地方単独事業に対する特別交付税措置を創設
❶地域密着型（地域資源の活用） ❷地域課題への対応（公共的な課題の解決）
❸融資、地域活性化ﾌｧﾝﾄﾞによる出資、民間ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸ ❹新規性（新規事業）
の要件について、市町村において有識者の審査又は商工会議所等の確認を経て該当すると認められた事業が対象

国の財政支援等

民間事業者等の初期投資費用
（施設整備・改修費、機械装置費、備品費、広告宣伝費、商品開発費等）

自己
資金等

公費による交付額

地方費

事業スキーム

【上限額】

※融資額と同額未満の場合
についても対象

融資／公費 上限額

1～
の場合

1,500万
円

0.5～1.0
の場合 800万円

～0.5
の場合 200万円

●市町村の地方単独事業を支援
●国庫補助事業と異なり、先行事例の横展開等を推進するため、モデル性は問わない。
●国庫補助事業と異なり、融資額が小さい場合、交付額が小さい場合、担保付融資の場合、
ソフト経費（広告宣伝費、商品開発費）が中心となる場合も柔軟に活用可能。

●国の有識者の審査不要。市町村の有識者の審査又は商工会議所の確認を経ることで
柔軟に活用可能。

P O I N T

½ 特別交付税

½ 自治体負担

【措置率】
0.5

上記❶〜❹の要件を満たせば、
地方単独事業として、自治体
の創意工夫に基づき自由に補
助制度の制度設計が可能

R6創設

融資、地域活性化ﾌｧﾝﾄﾞによる出資、
民間ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ 
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ローカルスタートアップ支援制度 ［企画・立ち上げ等各段階での財政措置］

「ローカルスタートアップ」とは、地域の資源・資金を活用した地域課題の解決に資する創業・新規事業

地域の資源・資金による経済循環（地域経済循環）を促進するため、大幅に拡大していくことが重要と考え、
令和5年度から、ローカルスタートアップに関する施策を充実し、「ローカルスタートアップ支援制度」としてパッケージ化

政策促進のため
の対策

地方自治体が施策を実施するための財政措置を充実

ローカルスタートアップ支援制度を活用するには、 「創業支援等事業計画」の策定が必要

 産業競争力強化法に基づき、市区町村・支援機関（商工会議所、金融機関等）が連携して創業支援 ※認定件数1,539市町村（R7.6時点）

 地域の創意工夫に基づき、相談窓口、創業セミナー、インキュベーション施設、初期投資支援等を実施
 継続的な個別相談、創業セミナー等（特定創業支援等事業）を受けた創業者には、登録免許税、日本政策金融公庫融資、補助金等の優遇措置

・地域脱炭素等に係る調査分析
・地域資源の調査分析
・ビジネスモデル調査分析
・法人設立等に係る経費
・オフィスの賃貸料、
インキュベーション施設

ローカルスタートアップ支援制度

・創業支援等事業計画の作成
・創業塾、創業セミナー、研修
・ビジネスコンテスト
・創業コーディネーターの設置

特別交付税（措置率0.8） 特別交付税（措置率0.8）

・ローカル10,000プロジェクト（国庫補助事業）を活用した
初期投資（施設整備・改修、機械装置、備品等）

※モデル性を有するもの

国庫補助（補助率1/2〜3/4）

・ローカル10,000プロジェクト（地方単独事業）を活用した
初期投資（施設整備・改修、機械装置、備品等）

※モデル性は問わない

特別交付税（措置率0.5）

❹ フ ォ ロー ア ッ プ

・フォローアップ、再構築調査

特別交付税（措置率0.5）

❶ 事業の企画 ❸ 事業立ち上げ❷ 立ち上げ準備 ❹ フ ォ ロ ー ア ッ プ
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２ ふるさとミライカレッジ
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大学等と地域が連携して取り組む地域課題解決プロジェクト 「ふるさとミライカレッジ」

大学等高等教育機関と地域が連携して地域課題解決を図るプロジェクト「ふるさとミライカレッジ」を推進し、進学を契機とした東
京圏への若者の転出超過や、東京圏への人口集中に伴う若者の地域離れが進む中、若者の力を活かした魅力的な地域づくりや
未来の地域づくり人材の育成・還流の取組を全国で加速化する。

ふるさとミライカレッジの効果
～地域・学生・地方自治体・大学の「四方よし」の取組～

学  生地 域

地方自治体

○自身の能力を活かして
地域活性化にチャレンジ

○理想的な暮らし・
ライフスタイルの発見

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）
○学生の熱意と行動力が
地域に大きな刺激を与える

○若者にとって魅力的な地
域づくり

○若者の定住、関係人口
の創出

＜現状と課題＞
○ 一部の地域において、大学等高等教育機関と地域が連携したフィールドワークを

伴う地域課題解決プロジェクトが取り組まれており、地域活性化や若者の定住等
の成果が上がっているが、全国的な広がりには至っていない。

○ 上記背景を踏まえ、令和６年度補正予算を活用し「ふるさとミライカレッジ」事業を
立ち上げ、モデル事業・先行事例分析等を行うとともに、大学等と地域間のマッチン
グを行うウェブサイトを構築。

○ 来年度以降は、本プロジェクトを全国に浸透させるべく、新規案件の掘り起こしや
普及・啓発を進めるとともに、大学等と地域の関係深化、本プロジェクトを持続可能
なものとするための取組を強化する。

大  学

○問題発見・解決能力の
育成

○地域活性化に貢献

＜事業概要＞
① 新規案件掘り起こし、全国への普及・展開
・ 自治体へのモデル事業委託（都市圏大学・高専等との新規連携）
・ 全国各地でのキャラバン実施、マスメディア等を活用した広報展開

② 大学等・地域の関係深化に向けた検証。継続化に向けた体制整備
・ 参画学生及び実施地域へ与えた影響に係る経年分析調査
・ 継続化に向けた体制整備。参画学生等のネットワーク形成

③ ウェブサイト運営、コンテンツ充実
・ 大学等-地域間のマッチングを行うウェブサイトの運営、コンテンツ充実

令和８年度概算要求
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伊豆諸島

【参考】 ふるさとミライカレッジに応募可能な地域

【神奈川県】

＜一部市町村応募可能＞
相模原市、山北町、箱根町、真鶴町、清川村

【埼玉県】

＜一部市町村応募可能＞
秩父市、飯能市、
本庄市、越生町、
小川町、吉見町、
ときがわ町、横瀬町、
皆野町、長瀞町、
小鹿野町、東秩父村、
美里町、神川町、
上里町

【東京都】

＜一部町村応募可能＞
檜原村、奥多摩町、
大島町、利島村、
新島村、神津島村、
三宅村、御蔵島村、
八丈町、青ヶ島村、
小笠原村

【愛知県】

＜一部市町村応募可能＞
岡崎市、刈谷市、豊田市、西尾市、
新城市、知立市、高浜市、東浦町、
南知多町、設楽町、東栄町、豊根村

【三重県】

＜一部市町応募可能＞
津市、伊勢市、
松阪市、名張市、
尾鷲市、亀山市、
鳥羽市、熊野市、
いなべ市、志摩市、
伊賀市、東員町、
多気町、明和町、
大台町、玉城町、
度会町、大紀町、
南伊勢町、紀北町、
御浜町、紀宝町

【京都府】
＜一部市町応募可能＞
京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、
京丹後市、南丹市、木津川市、井手町、
宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村、
京丹波町、伊根町、与謝野町

【奈良県】
＜一部市町村応募可能＞
奈良市、天理市、五條市、御所市、宇陀市、山添村、
川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、御杖村、
高取町、明日香村、上牧町、吉野町、大淀町、
下市町、黒滝村、天川村、野迫川村、十津川村、
下北山村、上北山村、川上村、東吉野村

【兵庫県】
＜一部市町応募可能＞
姫路市、洲本市、豊岡市、赤穂市、西脇市、加西市、
丹波篠山市、養父市、丹波市、南あわじ市、朝来市、
淡路市、宍粟市、加東市、たつの市、多可町、
市川町、神河町、上郡町、佐用町、香美町、
新温泉町

【大阪府】
＜一部町村応募可能＞
豊能町、能勢町、岬町、
千早赤阪村

：全ての市町村が応募可能
：一部の市町村が応募可能

※青色地域については、必ず条件不利地域等でフィールドワーク
を行う必要があります。
ただし、例えば同じ県内の複数地域でフィールドワークを実施する場

合には、条件不利地域等に該当する地域と、該当しない地域の両方
でフィールドワークを実施することは差し支えありません。

【千葉県】

＜一部市町応募可能＞
銚子市、館山市、旭市、
勝浦市、鴨川市、富津市、
南房総市、匝瑳市、香取市、
山武市、いすみ市、栄町、
多古町、東庄町、九十九里町、
芝山町、白子町、長柄町、
長南町、大多喜町、御宿町、
鋸南町

南西諸島

小笠原諸島
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採択自治体 採択プロジェクト 連携大学等 事業費 目指す成果

1 北海道
月形町

「ツキガタイケン（大学生x
アントレプレナーシップ）」

【連携する大学等高等教育機関】
北海道大学 10,000千円

・大学生が地域課題に実践的に関わる場（ツキガタイケン）を通じて
関係人口を創出し、次年度以降は学生自身が企画・運営を担う自
走型モデルへ移行させる。 

・空き家改修による拠点「いりぐちハウス」を完成させ、ゲストハウス収益を
基盤にプロジェクト全体を持続させる。 大学生による、小学生留学・
月形グローバルカフェ等の多世代交流プログラムを実施し、町の内外を
つなぐ多層的ネットワーク を形成する。

2 秋田県
能代市

若者の視点を取り入れた
“のしろつながるまちキャンパ
ス4”プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
東京大学東大生地方創生コンソーシアム、
東北芸術工科大学、国際教養大学、秋田
県立大学、秋田公立美術大学

10,000千円

・日常的にチャレンジする場所を創出するとともに、学生も活用できる拠
点化を目指す。

・駅前商店会、畠町商店街への来街者の増加を目指す。
・参加学生が全員関係人口として、本地域に継続的に関わる関係性

の構築を目指す。

3 山形県
小国町

「ぶな文化」を核とした地域
課題解決プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
東北芸術工科大学、新潟大学、
早稲田大学

【学生団体】
早稲田大学狩り部、
早稲田大学いぐべおぐに

10,000千円
・地域価値の源泉としての「ぶな文化」を核に世代間交流や地域価値

を見直し移住や事業化につなげることを目指す。
・中高生が、将来のロールモデルとなる大学生や地域内人材と共に探究

的な学びを実践する環境と拠点を作る。

4 福島県
玉川村

Creating the future「た
ま×たま」プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
玉川大学 8,936千円

・小中高生が将来的に「戻ってきたい・ふるさとに貢献したい・応援した
い」と思える土台をつくり、郷土愛を育成する。

・参加した大学生が継続的に地域に関わり、地域の担い手として活躍
する環境を整備し、ひと・もの・ことを循環させる。

5 新潟県
十日町市

若者の視点を取り入れた
「学びを軸とした地域構築
の実践」プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
実践女子大学 8,885千円

・２拠点（十日町市松代・松之山地域）ともに、「ふるさと」を共通の
テーマにデザインすることで、自然とともに営まれてきた豊かな暮らしの知
恵や助け合いの心、農的くらしの奥深さについて知り、この土地への関
心・関与を自分事として深め、外部人材であった学生は「関係人口」
となる。プロジェクトを通して、ハブとなるコーディネーターが大学と地域を
つなぐ拠点となり、大学生と大学OG、地域おこし協力隊、地域の
人々をつないで地域の協働・共創を生み出し、地域人材が循環的に
形成され、関係人口から移住・定住に移行させていく仕組みの基盤を
つくる。

令和７年度 ふるさとミライカレッジモデル事業公募採択プロジェクト一覧
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採択自治体 採択プロジェクト 連携大学等 事業費 目指す成果

6 新潟県
南魚沼市

若者の視点を取り入れたリ
ノベーション・プロジェクト

【連携する大学等教育機関】
☆法政大学（連携：千代田区キャンパスコ
ンソーシアム、構成大学：大妻女子大学、
共立女子大学、専修大学、東京家政学院
大学、二松学舎大学）
☆早稲田大学

10,000千円

・大学生が空き家及び公共施設を改修し、その後も継続的に学生が合
宿拠点として活用できる施設の創設を目指す。

・中高生が進学後に、地元に戻り行政職員や団体職員として地域活
性化に取り組んでもらうよう事業を進めたい。

・参加大学生の8名が継続的に訪問し、内2名は地域おこし協力隊や
「ふるさとワーキングホリデー事業」等のディレクターとして関わってもらえる
ような関係を築きたい。

7 長野県
小布施町

地域と学生等との共創プロ
グラム開発プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
東京大学 まちづくり研究室、信州大学 10,000千円

・コミットする学生等参画者の創出：事業の実装に向けた活動に、プロ
グラム終了後に３名以上が関与し続ける状態

・ “継続的に取り組むこと”への町内外利害関係者合意：１件以上、
構想・実装を町内外利害関係者で合意を得る

・コーディネータ人材の育成：実証期間終了後に２名以上が見込まれ
る状態

8 長野県
飯田市

若者の視点を取り入れた
過疎地支援「遠山郷ESD
カレッジ未来共創プロジェク
ト」

【連携する大学等高等教育機関】
白梅学園大学、東京農工大学、都留文科
大学

10,000千円

・若者世代の「交流人口」を増加させるため、これまでの取組を生かし、
「遠山郷クラブ」（仮称）にアップデートする。

・地域の子どもや住民向けのイベント開催や住民の集会等でも活用でき
る活動拠点の形成を目指す。

・将来は参加学生のうち半数について関係人口として継続的な訪問が
行われる関係となることを目指す。

9 京都府
京丹波町

若者の視点を取り入れた
観光コンテンツ開発プロジェ
クト

【連携する大学等高等教育機関】
一橋大学 7,567千円

・特に若者世代など時代の新たなニーズを捉えた観光コンテンツの組成
やSNS等での効果的な発信の実現

・大学や大学生の継続的な関与、地域との互恵関係の構築

10 兵庫県
丹波篠山市

中立舎を拠点とした居場
所づくりプロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】 武庫川
女子大学、兵庫県立大学、関西国際大学、
関西学院大学、神戸学院大学

9,950千円

・新たな関係人口の流入・定着が生まれ、担い手が育成されること
で、地域文化・伝統行事が継承される。

・地域の発信力が高まり、外部との接点が広がるとともに、地域資源の
再評価と価値の再発見。

・中立舎を核とした共創・協働の拠点が機能することで関係人口と
して地域と繋がり続ける動きが生まれる。

令和７年度 ふるさとミライカレッジモデル事業公募採択プロジェクト一覧
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採択自治体 採択プロジェクト 連携大学等 事業費 目指す成果

11 和歌山県
ローカル線沿線地域を対
象とした課題解決プロジェク
ト

【連携する大学等高等教育機関】
大阪観光大学、和歌山大学、大阪公立大
学、羽衣国際大学、横浜国立大学、摂南
大学、武蔵野美術大学、東京経済大学等

10,000千円
・その地域でしか体験できない活動や交流を経て、地域への関心と愛着

を高め、関係人口として地域と繋がることを目指す。また、県で新設予
定の関係人口創出プラットフォームへ参加学生８割の登録を促す。

12 島根県
雲南市

長年培ってきた学びのフィー
ルドを活かした人材還流プ
ロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】
東京大学大学院、東京科学大学、早稲田
大学、島根大学、追手門学院大学他

10,000千円

・地域のお祭りや古民家改修に学生たちが参画し、アイデアを提案・実
行することで、新たな交流と賑わいを創出する。

・学生と住民が交流を深める拠点の整備や、学生と多様な地域プレー
ヤーとの対話・共創を通じて、プロジェクト後も学生が雲南市と継続的
に関わる関係性を構築する。

13 島根県
海士町

”島留学”×”システム×デザ
イン思考”による事業共創・
人材育成プロジェクト

【連携する大学等高等教育機関】 慶應義
塾大学大学院システムデザイン・マネジメント
研究科（慶應SDM）

9,850千円

・学生等が経営人材候補として、財団が中間支援組織として、連携し
ながら事業共創ができる状態を目指す。

・そこに向けて、①学生等およびまちづくり団体の人材育成、②地域課
題を解決する数千万規模のスモールビジネスの企画・チームアップ、③
島留学制度の発展方向性の明確化、の３点についてそれぞれ成果を
把握・測定する。

14 愛媛県
宇和島市

地域を担う若者と一緒に
考える事前復興プロジェク
ト

【連携する大学等高等教育機関】
東京大学大学院 10,000千円

・高校生と継続的な展示とワークショップを実施し、住民に広く防災・事
前復興を共有するとともに多様な声を集める。

・提案書は、市の事前復興まちづくり計画事業の参考資料とし、具体
的なソフト・ハード整備へ展開させる。

15 沖縄県
宮古島市

若者の視点を取り入れた
宮古島モデル構築プロジェ
クト

【連携する大学等高等教育機関】
ZEN大学、立教大学、淑徳大学 10,000千円

・大卒の新規就業者を増やすための週末副業を選択肢に加えた新たな
採用モデルの構築。

・学生の地域課題研究成果の地域関係者との共有による新たな視点
と解決法の共通理解創出。

令和７年度 ふるさとミライカレッジモデル事業公募採択プロジェクト一覧
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16

ふるさとミライカレッジ セミナー＆マッチングイベントのご案内

新たにふるさとミライカレッジに取組む自治体と大学等高等教育機関を
マッチングするイベントを開催します！

日時：11月28日（金） 13：30～17：00（終了時間調整中）

場所：未定（東京都内で調整中）

概要：第一部 セミナー
（有識者による講演/ミライカレッジの事例紹介/参加者体験談紹介など）

第二部 マッチングイベント
（大学等高等教育機関担当者との会話/相談ブースも設置）

※本イベントに参加されたことをもって次年度以降の事業実施を求めるものではありません。
お気軽にご参加ください！

※本イベントの情報は、今後総務省HPのふるさとミライカレッジ施策ページで発表・更新していきます。
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/furusatomiraikarejji.html

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/furusatomiraikarejji.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/furusatomiraikarejji.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/furusatomiraikarejji.html


３ ふるさとワーキングホリデー

17



ふるさとワーキングホリデー（H28～）

都市部の人などが一定期間（２週間～１か月程度）地方に滞在し、働いて収入を得ながら、地域住民との交流や学びの場など
を通じて地域での暮らしを体感していただくもの。

 H28～R6において、5,979名が参加     
（R6は、66団体が実施し、858名が参加）

 参加者の約9割が満足、約9割が再訪意向が
あると回答

 参加後、同地域において、移住・定住や、地域
おこし協力隊として活躍するなどの例

財政措置等により支援（総務省）

滞在中、地域住民との交流や学びの場として
地域の魅力・特色を活かした、その地域ならでは
のプログラムを参加者に提供。

自治体
【農業・漁業・林業・旅館・観光業 等】
人手不足の解消が図れるとともに、都市部の
若者等との交流が生まれる。

地元農家・企業等

地元農家や企業等の業務に従事し収入を得な
がら、地域との関わりを深める取組を通じて地域
での暮らしをまるごと体感。

参加者 実  績

広報支援 地方財政措置

 専用のポータルサイトの運用
 SNS（Instagram、Ｘ、 facebook）の運用
 インターネット広告の実施
 合同説明会の開催
 イベント出展 等

 地方公共団体が実施するふるさとワーキングホリデーに要する経費について特別交付税措置（措置率0.5 財政力補正あり）
 対象地域
①三大都市圏外の市町村
②三大都市圏内の市町村のうち条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村又は人口減少率が高い市町村
③都道府県（ただし、上記①又は②の市町村においてふるさとワーキングホリデーを行うものに限る。）
 対象経費の上限
１団体あたり15,000千円＋5千円×全参加者の延べ滞在日数

［対象経費］ 
参加者の募集に要する経費、申込みの受付に要する経費、受入の準備に要する経費、相談窓口の開設に要する経費、滞在場

所の確保に要する経費、受入企業等と参加者の労働契約の締結、労務の提供開始に要する経費、オリエンテーションや交流イベ
ント・学びの場等の各種企画調整、実施に要する経費、参加者の活動への支援に要する経費
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ふるさとワーキングホリデーの実績等

就労内容（例）

 農業（特産品等）
 旅館 、 ホテル
 酒造業
 製造業（窯業、神社・仏閣用授与品等）
 観光業（スキー場、伝統工芸販売等） 等

地域との関わり（例）

 先輩移住者や地域住民との意見交換会
 地域の歴史、文化、産業等を学ぶツアー
 地域イベントの運営体験
 地元大学生が運営するゲストハウスへの宿泊 等

参加者へのアンケート結果

受入実績
5,979人が参加（H28.4～R7.3）

参加した地域への今後の継続的な訪問意向「ふるさとワーキングホリデー」の満足度

○R３年度（29団体）（参加者303名）

岩手県、大分県、沖縄県、釧路市・鷹栖町・東川町・剣淵町・浦河町・広尾町・
幌加内町（北海道）、盛岡市（岩手）、気仙沼市（宮城）、利島村（東京）、阿賀町・
粟島浦村（新潟）、氷見市・魚津市（富山）、長野市・大町市・伊那市（長野）
下呂市（岐阜）、川上村（奈良）、府中市（広島）、岩国市（山口）、須崎市・香南市・
中土佐町・東洋町・馬路村（高知）

○R４年度（49団体）（参加者572名）

岩手県、石川県、鳥取県、高知県、徳島県、鹿児島県、沖縄県、釧路市・
浦河町・東川町・幌加内町・広尾町・弟子屈町・剣淵町・新得町（北海道）、
黒石市（青森）、盛岡市（岩手）、気仙沼市・石巻市（宮城）、大舘市（秋田）、
村山市（山形）、五泉市・南魚沼市・上越市・妙高市・粟島浦村（新潟）
氷見市（富山）、利島村（東京都）、長野市・大町市・伊那市・小川村（長野）
下呂市・関市・白川町（岐阜）・南伊豆町（静岡）、蒲郡市（愛知）、
川上村（奈良）、南部町（鳥取）、府中市（広島）、岩国市（山口）、
徳島市（徳島）、須崎市・香南市・中土佐町・東洋町・馬路村・芸西村（高知）
えびの市（宮崎）

○R６年度（66団体）（参加者858名）
青森県、岩手県、鳥取県、徳島県、沖縄県、釧路市、岩見沢市、士別市、秩父別町、北竜町、東川町、
浦河町、新ひだか町、広尾町、羅臼町（北海道）、黒石市（青森県）、一関市（岩手県）、石巻市・
気仙沼市（宮城県）、大館市（秋田県）、只見町（福島県）、いばらき県央地域（水戸市、笠間市、
ひたちなか市、那珂市、小美玉市、茨城町、大洗町、城里町、東海村）、水戸市（茨城県）、
利島村（東京都）、妙高市、五泉市、南魚沼市、粟島浦村（新潟県）、魚津市（富山県）、
伊那市・大町市（長野県）、瑞浪市・下呂市・白川町（岐阜県）、東伊豆町・南伊豆町（静岡県）、
蒲郡市（愛知県）、南伊勢町（三重県）、川上村（奈良県）、府中市（広島県）、岩国市（山口県）、
徳島市・鳴門市（徳島県）、伊予市・松野町（愛媛県）、須崎市、宿毛市、香南市、東洋町、北川村、
馬路村、芸西村、中土佐町、佐川町、四万十町、大月町（高知県）、小林市（宮崎県）知名町（鹿児島県）

○R５年度（57団体）（参加者756名）
富山県、石川県、静岡県、徳島県、高知県、沖縄県、岩見沢市・秩父別町・
士別市・東川町・広尾町・釧路市・弟子屈町・羅臼町・浦河町（北海道）、
黒石市（青森県）、石巻市・気仙沼市（宮城県）、大館市（秋田県）、
村山市（山形県）、只見町（福島県）、いばらき県央地域（水戸市、笠間市、
ひたちなか市、那珂市、小美玉市、茨城町、大洗町、城里町、東海村）、
利島村（東京都）、妙高市・五泉市・粟島浦村・南魚沼市（新潟県）、
伊那市・大町市・長野市（長野県）、下呂市・関市・瑞浪市・白川町（岐阜県）、
蒲郡市（愛知県）、川上村（奈良県）、府中市（広島県）、岩国市（山口県）、
徳島市・鳴門市（徳島県）、松野町（愛媛県）、東洋町・馬路村・芸西村・香南市・
須崎市・中土佐町（高知県）、志布志市・知名町（鹿児島県）

84%

15%

1%

非常に満足
満足
不満

72%

25%

3%

非常にそう思う
そう思う

参加者の９9％
が満足

97％が再訪
意向あり

回答者数：123名 19



ふるさとワーキングホリデー 活用事例

岐阜県 白川町 参加実績：14名

高知県 馬路村 参加実績：2 3名

【就労内容】
 農業：ワインブドウの栽培管理・収穫

 牧場の手伝い・子牛の哺育
 IT：システムエンジニアのサポート業務
 自動車整備 ：アシスタント業務

北海道 釧路市 参加実績：3名

【成果】
  参加者の中には自主的に再訪問している方や、市で募集している「地域おこし協力
隊」 に応募する方もおり、リピーターの確保につながっている。

 今まで当市を知らない・来訪したことがなかった方に対するプロモーションを図ることができ
たほか、地域との継続的な関わりが見込めそうな人材の発掘を行うことができている。

【就労内容】
 飲食業・サービス業・観光業・宿泊業
 農業・まちづくり事業・製造業
 教育事業

【成果】
 R4・R5年度のふるさとワーキングホリデー参加者22名中4名が移住に繋がった。
内2名が新卒で町内企業に就職した。

 プログラム参加後も参加者が交流できる機会を設けていることもあり、継続的に町に
関わってくれている方が多い。

新潟県 南魚沼市 参加実績：60名

【就労内容】
 農業：しいたけ、スイカの収穫、コシヒカリの生育管理
 観光業：グランピング、スキー場、

レストランの運営補助
 宿泊業：キャンピング場施設スタッフ、旅館スタッフ等

【成果】
 参加者全員が１軒の古民家で共同生活を行い、寝食を共にすることでの新たなコミュ

ニケーションの機会になった。
 ふるさとワーキングホリデーのリピーターや、この事業をきっかけに、企業のインターンや地
域おこし協力隊としてふるさとワーキングホリデーの運営に携わるなど、次の関わりを求め
る学生も出てきている。

【就労内容】
 飲食業、観光業、サービス業、宿泊業
 農業

【成果】
 観光、ふるさと納税、馬路村特別村民への登録、馬路村役場・農協などの

SNSのフォロー、大学卒業論文ために再来訪、移住フェアの参加、地域住民と
の継続的交流などワーキングホリデーの枠を超えた関係人口の拡大につながって
いる。

【地域との関わり】
 地岸壁炉端での夕食会、湿原散策など（秋季）
 ワカサギ釣り体験、スケート体験など（冬季）

【地域との関わり】
 夏祭り、山登り、星空観察会、味噌づくり、醤油しぼり
 学校キャンプ、有機農家フェス 等

【地域との関わり】
 地元中高校生との対話型イベントに参加
 商店街イベントへの参加、広報冊子の編集を通した取材

【地域との関わり】
 森林間伐体験
 ゆず絞り体験、ゆずのお寿司作り体験
 お花見や交流会

20



ふるさとワーキングホリデーの広報事例

最新情報は、「ふるさとワーホリ」で検索！！

各自治体でのお仕事やイベントの募集情報を多数掲載中です。

SNSでも随時情報発信中、ぜひフォロー、いいね をお願いします！！

ふるさとワーホリ 検索

ポータルサイトやSNSで募集情報、地域の魅力などを掲載しています。

21



日時：10月2日（木） 14：00～16：00
開催方式：オンライン
概要 ・内容のブラッシュアップ、受入人数増に向けた施策の説明

 ・実施後の移住事例等の共有

22

ふるさとワーキングホリデー 自治体向け説明会のご案内

既にふるさとワーキングホリデーを実施している自治体様向け

今後の事業実施を検討している自治体様向け
日時：10月15日（水） 14：00～16：00
開催方式：オンライン
概要 ・実施自治体における取組事例の紹介

 ・事業実施にあたっての実務面でのノウハウ等の説明

22

※本説明会の情報は、今後ふるさとワーキングホリデーポータルサイトで発表・更新していきます。
https://furusato-work.jp/

https://furusato-work.jp/
https://furusato-work.jp/
https://furusato-work.jp/


４ その他、地方財政措置
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・企業のニーズの掘り起こし
・求人をするための募集条件づくりへの支援
・女性・若者・シニア、都市部の副業人材等の人材
の掘り起こし

・研修、マッチング
・トライアル勤務等への支援

※商工会議所・商工会、地域金融機関、都道府
県事業承継・引き継ぎ支援センター、都道府県
プロフェッショナル人材戦略拠点等と連携

事業承継等人材マッチング支援事業【R7新規】（特別交付税措置） 

地域の企業

・後継者を確保したい
・都市部の企業人材のノウハウを活
用したい

・人手不足のため人材を確保したい
・エッセンシャルワーカーを確保したい

多様な人材
（女性・若者・シニア・外国人・

副業人材等）
＜地域外＞
・移住希望の高まり
・副業・兼業による地域貢献やキャリア
アップへのニーズの高まり

＜地域内＞
・地元への就職を希望する若者
・育児等と両立ができる業務やシニアの
ノウハウを活かした業務など柔軟な働き
方を希望する多様な人材の存在

市町村
（民間事業者への委託も可能）

市町村が、
〇事業承継の後継者となる人材、プロフェッショナル人材（経営課題を解決するために専門的なスキルや経験を持つ人材）、
 地域企業の事業を支えるスタッフ、介護・交通等の分野の専門的な資格等を有するエッセンシャルワーカー等の人材を求める地域企業と、
〇特に地域企業の担い手としての潜在力が高い女性・若者・シニア・外国人・副業人材等の多様な人材
との間の効果的なマッチングを支援する場合の経費を支援

・人材・事業所等に対する調査に要する経費  ・交流会、ワークショップ等の開催に要する経費
・マッチングシステム、ウェブサイト構築に要する経費    ・コーディネータ等の配置に要する経費（自治体職員の人件費除く）
・マッチングトライアルに対する支援に要する経費        ・地域人材の育成に要する経費（研修会、セミナー開催） 

※ 地方単独事業、かつ、自治体が策定する事業計画に基づく経費が対象

１団体あたり 15,000千円（上限額）×措置率0.5（市町村の財政力に応じて補正）

事業イメージ

対象経費

特別交付税措置
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サテライトオフィスの誘致を推進する取組に係る支援（特別交付税措置） 

「 お試しサテライトオフィス 」に係る特別交付税措置
 地方自治体による都市部企業等の社員の「お試し勤務」の受入れを通じたサテライトオフィス誘致の取組に要する経費について特別交付税措置

を講じる。

 地方における雇用機会の創出や移住定住の促進、新しい産業の創出に向けて、サテライトオフィスの誘致に取組む地方自治体に対し、必要な支援
等を実施することにより、都市部から地方へのヒト・情報の流れの創出を更に加速する。

【対象経費】
• 都市部の企業のお試し勤務の誘引に要する経費（都市部におけるPR経費等）
• お試し勤務環境の用意に要する経費（オフィスの賃料等（原則、ハード事業は対象外））
• お試し勤務期間中の活動に要する経費（交通費、地元企業とのビジネスマッチングイベント開催費等）

対象経費の上限額：
１団体当たり1,000万円

   措置率 0.5×財政力補正

特設サイト ・ F a c e b o o kページの活用
 魅力あふれる職場環境を求める民間企業やサテライトオフィスの開設・誘致を目指す地方公共団体に向けて情報を発信するため、「お試しサテラ

イトオフィス」特設サイト及びFacebookページを開設
 特設サイトでは、地方公共団体のサテライトオフィスの取組内容、企業の「お試し勤務」を受け入れる施設や地域の紹介などを掲載
 併せて、Facebookページで総務省及び関係地方公共団体における事業内容を適時発信

https://www.facebook.com/otameshisatelliteoffice/

Facebook 総務省 –お試しサテライトオフィス- 検索

http://www.soumu.go.jp/satellite-office/

お試しサテライトオフィス 特設サイト 総務省 お試しサテライトオフィス
Facebookページ
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